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事業事前評価表 

 

国際協力機構ブラジル事務所 

１．案件名                                                 

 国 名： ブラジル連邦共和国 

 案件名： 和名 ジャイバ地域ポストハーベスト管理及びマーケティング能力強化プ

ロジェクト 

 英名 Project for Capacity Development of Post-harvest and Marketing 

Practices in Jaiba Region 

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国における農業セクターの現状と課題 

 ブラジルは、世界有数の農産物生産・輸出国であるが、大豆、サトウキビ等の主要

産品は、熱帯サバンナ気候帯にある内陸部のセラード地域が主要な産地となってい

る。しかし、セラード地域は乾期の降水量が少なく、耕作が困難、或いは生産性が低

いという問題があり、これが同地域の農業生産において最大の制約要因のひとつと

なっており、また自己資金で灌漑施設を整備できない多くの家族経営農家の所得水

準向上を妨げブラジル国内の地域間所得格差を生む原因にもなっている。この問題

を解決するために、ブラジル連邦政府は公共灌漑施設整備の推進に力を入れてき

た。 

 セラード地域を流れる主要河川のひとつであるサンフランシスコ川とヴェルジ・グラ

ンジ川の間に広がるミナス・ジェライス州北部のジャイバ地域は、1950 年代から灌漑

農業開発のポテンシャルの大きさが注目され、その後の調査を経て、4 期にわたる

「ジャイバ灌漑事業」（計画灌漑面積約 23 万ヘクタール）が計画された。同事業は、ブ

ラジル連邦政府とミナス・ジェライス州政府が共同で推進し、1970 年代末から基礎イ

ンフラ整備を米州開発銀行の融資で、続く第1期事業を世界銀行の融資で2000年代

初頭にかけて実施した。第2期事業（ジャイバ灌漑事業II）は、円借款の供与を受けて

1991年から 2006年にかけて実施され、約 1万 9千ヘクタールの灌漑が可能となった。

第 3期と第 4期事業は未だ計画中である。 

 ジャイバ地域は１年を通じて温暖な気候であり、かつ灌漑施設により雨期・乾期の

降雨変化の影響を受けずに栽培・収穫が可能であることから、生産ポテンシャルは大

きく、また主要生産品である果実類の質は高く評価されている。しかし、2011年3月の

時点で、第 2 期円借款事業対象地区の灌漑可能面積 16,276 ヘクタール（ただし、大

企業が入植する K 地区の 3,000 ヘクタールを除く）のうち、灌漑農業が実際に行われ

ている面積は9,846ヘクタールであり、約60％の利用率に留まる。さらに、円借款によ
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り農業信用供与1のみを行った第1事業対象地区のC2地区については、8,043ヘクタ

ールの灌漑可能面積に対して約 31％（2,493 ヘクタール）の利用率となっている。これ

は、同地域が国内の主要市場や輸出拠点から遠く農産物の輸送・流通コストが高い

こと、及び多くの中小規模農家は国内・海外市場の動向を把握せずに仲買業者に安

値で販売していることから、収益性が低く農業生産のインセンティブが十分に働かな

いため、休耕地が多いことが主な要因として指摘されている。 

 灌漑施設によって水は利用できるようになったものの、上記のとおり高い輸送・流通

費用に加え、灌漑用水の利用料金を負担したうえで利益を確保するためには、生産

の大規模化と機械化によりコストを抑えるか、或いは付加価値の高い産品を生産・販

売する必要があるが、これらを実践しているのは資本力の高い大企業や先進的な農

業技術を利用できる一部の富裕農家に限られ、その他大多数の農家は灌漑農業開

発の恩恵を十分に享受できておらず、所得格差を拡大する要因となっている。これら

多くの農家の所得向上を支援するためには、これら農家を組織化したうえで、品質管

理とマーケティングの改善による高付加価値化、及び流通・販売コストの削減を図る

必要がある。こうした支援ニーズに応えるため、ミナス・ジェライス州の農産物販売・

輸出振興策を企画・実施する輸出振興公社から本事業の提案がなされ、同公社をカ

ウンターパートとして本事業を実施することとなった。 

 

（2）当該国における農業セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

 ブラジルの国家開発計画にあたる多年度計画（2008-2011）では、既存の公共灌漑

区における休耕地のうち 5 万ヘクタールで生産を再開させることを開発目標のひとつ

として掲げており、灌漑施設の新規建設と並んで、既存灌漑施設のポテンシャルを十

分に発揮させることが政策上重視されている。また国家統合省は、乾燥した内陸部

地域に多い貧困層への支援策として灌漑農業開発を推進する政策を採っており、特

にジャイバ地域が位置するサンフランシスコ川流域は貧困人口が多いことから重点

地域となっている。本事業は、ブラジル政府のこれら政策の実施に貢献する。 

 

（3）農業セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

 我が国は、1970 年代からセラード地域における農業開発に対し、日伯セラード農業

開発協力事業に代表される様々な技術協力（技術協力プロジェクト 3 件、開発調査 2

件）、資金協力（開発投融資 3 件、円借款 2 件）を実施してきた実績があり、セラード

農業開発の成功に貢献してきた。セラード地域に位置する本事業の対象地域でも、

ジャイバ灌漑事業の第 2 期事業に円借款を供与し、灌漑施設整備、周辺の道路整備、

農業信用供与への資金支援を行った。本事業は、これらの既往協力の効果を高め、

セラード地域における農業生産性と農家所得の一層の向上に資するものである。 

                                                   
1 農業信用供与とは、入植農家に対する融資を指す。 
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 また現在の対ブラジル援助方針において、本事業は、援助重点分野「社会開発（格

差是正）」に含まれる協力プログラム「地域間格差、都市内部格差の是正」に位置づ

けられる。 

 

（4）他の援助機関の対応 

 世界銀行の対ブラジル国カントリー・パートナーシップ戦略（2008-2011）では、農業

分野における重点課題として、開発の遅れている北東部地域の小規模農家の市場

へのアクセス支援、持続可能なアグリビジネスの認証取得支援等が挙げられている。

同分野の近年における具体的な協力案件としては、サンパウロ州やサンタカタリーナ

州の小規模農家の競争力強化・市場へのアクセス促進を目的として、技術支援とイン

フラ整備を組み合わせた借款事業が挙げられる。 

米州開発銀行は、対ブラジル国カントリー・ストラテジーが2010年12月に期限を迎

えて以降、現在のところ新たなカントリー・ストラテジーが策定されていないため協力

方針は不明だが、農業分野の近年における具体的な協力案件としては、トカンチンス

州南東部における灌漑インフラ・基本インフラ整備を目的とした借款事業、及びサン

パウロ州、ゴイアス等の小規模農家の競争力強化支援を目的とした無償技術支援事

業などが挙げられる。 

 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

 本事業は、ジャイバ地域において、農産物マーケティングの計画立案を行う能力を

強化し、マーケティング計画に則した農産物販売を行うために必要な品質管理を強化

することにより、ジャイバ地域の中小規模農家の競争力強化を図り、もって同地域に

おける灌漑農業のさらなる発展に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

 ミナス・ジェライス州 ジャイバ地域（ジャイバ灌漑事業の対象地域） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

ジャイバ地域の中小規模農家2のうち本事業の活動に参加する農家（50 戸程度を

想定） 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

                                                   
2 本事業においては、所有地が 1,000 ha未満の農家を中小規模農家と定義する。 
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 2011 年 10 月～2014 年 9 月を予定（計 35 ヶ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

 約 2.5 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

調整機関：ミナス・ジェライス州経済開発局、及び農業局 

実施機関：ミナス・ジェライス州輸出振興公社（EXPORTAMINAS） 

協力機関：ミナス・ジェライス州中央卸売市場、北部ミナス果物生産者中央協会

（ABANORTE）、ジャイバ地方生産者協会本部（CENTALJAI）等を想定 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

ア．専門家 

分野：総括、農産物マーケティング、物流、ポストハーベスト品質管理、植物検疫、

生産者組織強化、機械工学、データベース構築等 

人月数：計 65 人月程度 

イ．資機材 

選果・梱包機、冷蔵倉庫、マーケット情報データベース管理用コンピュータ・ソフト

ウェア等  

計 37 百万円程度 

ウ．本邦研修 

農産物の品質管理・マーケティング、生産者組合運営等の分野で、計 10 名×2

週間程度 

 

2）ブラジル側 

ア．カウンターパートの配置 

イ．カウンターパートの国内出張旅費 

ウ．専門家執務スペース・施設の提供 

エ．供与機材設置場所 

オ．ミナス・ジェライス州政府が保有する情報・地図のうちプロジェクト実施に必要なも

の 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類  C 
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②カテゴリ分類の根拠  

本事業は、農産物のマーケティングや品質管理に係る技術支援を行うものであ

り、周辺環境の直接的・物理的な改変は伴わず、また環境への間接的な負の影響

も大きくないと想定される。 

 

2)ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

 ブラジルでは、農業生産者組合が一部の富裕農家によって支配され、全組合員

の利益が平等に考慮されないケースが少なくないことから、本事業で育成・強化を

図る農業生産者組合が、貧しい組合員農家の意見・要望も適切に取り入れ、民主

的な組合運営がなされるよう留意する。 

 

3)その他 

 なし 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

 我が国は、「ジャイバ灌漑事業 II」に対して円借款を供与した（借款契約額は約 147

億円）。「ジャイバ灌漑事業II」は、1991年から2006年にかけて実施され、灌漑施設整

備（用水路、ポンプ場等）、農道・連絡道路建設、農業信用供与などを行った。 

 

2）他ドナー等の援助活動 

 世界銀行は、ミナス・ジェライス州第 2 次開発パートナーシッププロジェクトの借款資

金の一部を利用し、ジャイバ地域を含む州内で生産される生鮮品のマーケティング調

査を実施した。本プロジェクトの形成にあたっては、同調査結果を活用した。 

 また、米州開発銀行は、ジャイバ地域を含むミナス・ジェライス州の７つの農業生産

地域を対象とした競争力強化支援事業の形成準備をしているが、事業内容は今後の

協議で決定される予定であり、現在のところ計画内容は固まっていない。本プロジェ

クトと補完的な協力内容となるよう連携を図る。 

 

４．協力の枠組み                                             

（1）協力概要 

1）上位目標：ジャイバ地域において、灌漑農業が一層発展する。 

指標１：対象地域における灌漑耕作面積、農業生産高が、プロジェクト開始時と比
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較して各 XX%増加する。 

 

2）プロジェクト目標：ジャイバ地域において、中小規模農家の競争力が向上する。 

指標 1：主要卸売市場（サンパウロ、リオデジャネイロ、ベロオリゾンチ、ブラジリア）

におけるジャイバ農産物3の販売量（重量ベース）が XX%増加する。 

指標 2：主要卸売市場（サンパウロ、リオデジャネイロ、ベロオリゾンチ、ブラジリア）

におけるジャイバ農産物の販売シェア（金額ベース）が XX%増加する。 

 指標 3：本事業に参画する生産者組合/協会から出荷される農産物の海外市場へ

の輸出高が XX%増加する（金額ベース）。 

 

3）成果及び活動 

成果 1：ジャイバ地域において、生産者組合／協会の農産物マーケティング能力が向

上する。 

指標 1-1：本事業に参画する生産者組合/協会から国内市場向けに出荷される農産

物のうち、仲買業者を通さずに出荷される農産物の割合（重量ベース）が

XX％を上回る。 

活動 1-1 サンパウロ、リオデジャネイロ、ベロ･オリゾンチ、ブラジリア等の主

要な国内中央卸売市場（CEASA）、及び米国、欧州等の主要輸出市場の

情報を効率的に収集する仕組みの検討と構築 

活動 1-2 生産者の農場における各種生産物の作付状況、収穫予想、貯蔵状況等

の供給側情報を収集する仕組みの検討と構築 

活動 1-3 国内卸売市場・海外輸出市場以外の販売先（地元ジュース工場等）調

査 

活動 1-4 重点マーケティング対象品目の選定 

活動 1-5 需要側情報（国内外市場、その他の販売先の情報）、供給側情報を管理・

分析するデータベースの構築 

活動 1-6 対象となる各市場・販売先で求められる生産物の品質の分析と、それ

に基づく生産物選別基準の策定 

活動 1-7 需要側・生産側情報の分析手法、及び分析結果に基づくマーケティン

グ決定プロセスの標準化と研修実施 

活動 1-8 ジャイバ地域生産物の中長期的マーケティング（ブランド化含む）計

画策定 

 

成果 2：ジャイバ地域農業生産者の農産物ポストハーベスト品質管理能力が向上す

                                                   
3 本文書では、「農産物」はプロジェクト活動 1-4により決定される重点マーケティング対

象品目（主としてマンゴー、バナナ、ライムなどの熱帯果実を想定）を指す。 
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る。 

指標 2-1：本事業に参画する生産者組合/協会から出荷される農産物のうち、選別基

準に基づき選別される農産物の割合が XX％（重量ベース）を上回る。 

指標 2-2 農産物の選別・包装が終わった段階で、選別基準から外れるものが、XX%

以下に留まる（割合は、対象品目ごとに設定する）。 

活動 2-1 集荷、洗浄、選果、箱詰、貯蔵、出荷までのポストハーベスト処理工

程の検討と作業マニュアルの策定 

活動 2-2 選果・梱包機等の仕様検討、調達、据付 

活動 2-3 作業マニュアル及び生産物選別基準に基づくポストハーベスト処理工

程の研修実施 

活動 2-4 輸出用生産物のポストハーベスト処理方法の検討、作業要領の策定、

及び研修の実施 

活動 2-5 パブリックパッキングハウス4の運営管理モデルの検討 

活動 2-6 生産者組合の経営強化研修の実施 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・本事業開始から 6 ヶ月間を準備フェーズと位置づけ、詳細な活動計画を策定すると

共に、評価に必要なベースライン調査を実施し、各指標の目標値を設定する。 

・本事業では、ミナス・ジェライス州経済開発局、及び同州農業局を調整機関とし、関

係機関との調整による本事業への協力の取り付けや、事業成果の州内における広

報・普及を担当する。ミナス・ジェライス州輸出振興公社は、実施機関として JICA と共

同で本事業の運営管理、モニタリング・評価を担う。また、本事業の各種活動は、

JICA 専門家の助言指導の下、北部ミナス果物生産者中央協会、ジャイバ地方生産

者協会本部等の現地の生産者協会／組合が実施することを想定しており、調整機関

を通じてこれら協会／組合の参加・協力を得る。ミナス・ジェライス州中央卸売市場か

らは、市場情報の収集システムの構築を図る際にデータ提供や助言を受ける。 

 

（2）その他インパクト 

 なし。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）事業実施のための前提 

・本事業を実施するためには、ジャイバ地域のできるだけ多くの生産者の理解と活動

                                                   
4 ジャイバ地域内にあり、土地・建物が連邦政府所有、建物内の機材が州政府所有の公共の

農産物選別・梱包施設。 
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への参加を得ることが不可欠であり、ミナス・ジェライス州関係機関（ミナス・ジェライ

ス州の経済開発局、農業局、輸出振興公社等）を通じて事前説明と参加の呼びか

けを行う。 

（2）成果達成のための外部条件 

・プロジェクト活動に参加する生産者協会／組合が経営破たんしない。 

 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・本事業で対象とする農産品目の国内外市場における需要が著しく減退しない。 

・ブラジル国通貨「レアル」の現水準を大幅に超えての高騰によって国際市場での価

格競争力が著しく低下しない。 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・異常気象や大規模な病害虫被害によって生産量が極端に減少しない。 

 

６．評価結果                                                

本事業は、ブラジル国及びミナス・ジェライス州の農業開発政策・ニーズ、及び日本

の援助政策と十分に合致しており、計画の適切性が認められる。また、既往円借款

案件「ジャイバ灌漑事業 II」の効果増大にも資する。従って、本事業の実施の意義は

高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

 「ジャイバ灌漑事業 II」の事後評価調査報告書において、農業は国内外の経済・社

会情勢の変化の影響を受けやすいため、これらの外部環境に応じて柔軟に事業計画

を見直していく必要性が指摘されている。従って、本事業において農産物の戦略的な

マーケティングを推進するにあたっては、常に変化する経済・社会情勢や市場の動向

に対応し、マーケティング計画を常に見直していくことができるような体制の整備と能

力開発を図る。 

 さらに、同調査報告書では、大規模農家・企業と中小規模農家の間の連携強化、技

術移転促進が提言されている。これを踏まえ、本事業における活動への参加は中小

規模農家だけに限定することなく、大規模農家・企業の参加も促し、多様な生産者が

協力してジャイバ産熱帯果実のブランド価値を高めていく取組を促進する。 

 

８．今後の評価計画                                          
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（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6 ヶ月以内 ベースライン調査 

事業終了 1～3 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3年後 事後評価 

以 上 


